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令和７年１２月１７日  

 

 

日光市議会議長 齋 藤 文 明 様  

 

 

日光市議会議員  亀井 崇幸   

 

 

議 員 派 遣 報 告 書 

 

 

目  的  

（会議等の名称）

「人口減少社会における出産と子ども・子育て支援政策の

問題点と課題」  

会議等の  

主催者の名称  

地方議員研究会  

場  所  

名称等：  リファレンス西新宿大京ビル  

 

住 所：  東京都新宿区西新宿７－２１－３  

期  間  令和７年１０月３０日（木）  

会議等の内容  別紙資料のとおり  

会議等の  

所感・成果等  

最初に、データから見る働きながら子育てすることの実

態として、出生数と合計特殊出生数の推移や総人口の人口

増減数及び人口増減率の推移、こども未来戦略施策のポイ

ントや財源の説明などがあり、また、人口減少対策として

の総合戦略や社会保障制度の説明がありました。  

 そして、子ども子育て支援の政策の変遷として、これま

での政府の取組や男女の就業の実態、今後の少子化対策の

説明がありました。  

 少子化社会対策大綱のポイントとして、その背景から主
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な施策の解説がありました。  

 主な柱として、結婚支援、妊娠出産への支援、仕事と子

育ての両立、地域社会における子育て支援、経済的支援が

ありましたが、実際には財源の問題もあり、日光市単独で  

できることとできないことの差がかなりあるかという実

感でした。  

 日光市としてできることには限りがありますが、消滅可

能性都市としては、できる範囲内で最大限のことをなさな

ければならず、執行部とともにこの問題を深く研究し実行

していかなければならないと感じました。  

 


